
1.労働時間の通算が必要となる場合

　労働基準法（以下、労基法）38条 1 項は「労働

時間は、事業場を異にする場合においても、労働

時間に関する規定の適用については通算する」と

定めている。この「事業場を異にする場合」には、

「事業主を異にする場合」も含まれる（昭23. 5.14　

基発769）。したがって、労基法における労働時間

規制が適用される労働者として複数の使用者に雇

用された場合には、それぞれの労働時間を通算し

た時間を労働時間として取り扱う必要がある。な

お、労基法が適用されない場合（個人事業主やフ

リーランス等）の労働時間は通算されない。

　労働時間の通算が必要となる労基法上の定めは、

以下の内容となっている。

①�法定労働時間（同法32条、40条）

②�時間外労働の制限のうち、時間外労働と休日労

働の合計で単月100時間未満および 2 〜 6 カ月

平均80時間以内の要件（同法36条 6 項 2 号・ 3

号）

　なお、通算される定めは労働時間に限られてお

り、休憩（同法34条）、休日（同法35条）、年次有

給休暇（同法39条）については、各事業場の定め

がそれぞれ適用される。

2.労働時間の通算方法

　労働時間の通算については、副業・兼業を行う

労働者を使用するすべての使用者が、自社の労働

時間と労働者からの申告等により把握した他社の

労働時間を用いて行うこととなる。自社と他社で

労働時間制度が異なる場合も考えられるが、あく
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まで自社の労働時間制度を基準とする。通算の結

果、法定労働時間を超える時間を時間外労働とし

て把握した上で、36協定の遵守および割増賃金の

支払いを行う必要がある。

　通算した労働時間が、法定内労働時間であるか

否かの判断方法は、副業・兼業開始前後で異なる。

［ 1］副業・兼業開始前（所定労働時間の通算）

　自社の所定労働時間と他社の所定労働時間を通

算し、自社の所定労働時間に法定労働時間を超え

る部分があるか否かを確認する。先に締結された

労働契約に基づく所定労働時間が優先されるため、

通算した所定労働時間が法定労働時間を超える場

合は、後から労働契約を締結した使用者が当該法

定外労働時間を「時間外労働」として把握する必

要がある。例えば、A社・B社のどちらも、通常

の労働時間制度を採っている場合［図表 1］、後で

労働契約の締結を行うB社の所定労働時間のうち

1時間が法定外労働時間となる。

［ 2］副業・兼業開始後（所定外労働時間の通算）

　上記の所定労働時間の通算に加えて、自社の所

定外労働時間と他社の事業場における所定外労働

時間とを所定外労働が行われる順に通算して、自

社において法定労働時間を超える部分がある場合

は、その超える部分が時間外労働となる。例えば、

A社・B社のどちらも、通常の労働時間制度を

採っている場合［図表 2］、A社の所定外労働は法

定内労働時間となるが、B社の所定外労働は法定

外労働時間となるので、B社はこれを「時間外労

働」として取り扱う必要がある。

　使用者は、前述の方法によって把握した時間外

労働時間を基に、36協定を遵守する必要がある。

時間外労働の上限規制は、①自社の法定外労働時

間のみを基準とする項目と、②複数の事業場で

行った時間外労働を合計した時間を基準とする項

目に分かれる。

①�自社の法定外労働時間のみを基準とする項目

・�36協定における 1カ月および 1年の限度時間

・�特別条項を定める場合の 1カ月および 1年の限

度時間

②�複数の事業場で行った時間外労働を合計した時

間を基準とする項目

・�法定外労働時間と休日労働時間の合計が単月100

時間未満

・�法定外労働時間と休日労働時間の合計が 2〜 6

カ月平均で 1カ月当たり80時間以内

　②の制限は、「個人」を軸とした規制であるた

 �所定労働時間の通算と法定外労働時間になる部分図表 1

 �所定外労働時間の通算と法定外労働時間になる部分図表 2
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め、複数事業場の労働時間を通算し、法定外労働

時間を把握した上で、遵守する必要がある。いず

れの制限も遵守できるよう、副業・兼業を行う労

働者に対して、複数の事業場における労働時間を

適切に管理する必要がある。

3.割増賃金の取り扱い

　使用者は、前述の方法により把握した自社の時

間外労働に対して、自社の就業規則等に定める割

増賃金率（原則25％以上）によって算出した割増

賃金の支払いが必要となる。また、通算した月の

時間外労働が60時間を超える部分に対しては、当

該時間外労働をさせた事業主が50％以上の割増賃

金を支払う必要がある（中小企業は令和 5年 4月

以降）。

4.簡便な労働時間管理の方法

　以上見てきたように、副業・兼業における労働

時間管理は煩雑であるため、労使ともに労務管理

上の負担が増えることが予想される。そこで、改

定された副業・兼業の促進に関するガイドライン

には、手続き上の負担を軽減した上で、労基法

を遵守することを実現する簡便な労働時間管理

の方法（以下、管理モデル）が定められている

［図表 3］。

　管理モデルでは、従前から労働契約を締結して

いた使用者（以下、使用者A）の「法定外労働時

間」と、新たに労働契約を締結する使用者（以下、

使用者B）の「労働時間（所定労働時間および所

定外労働時間）」を合計した時間数を単月100時間

未満、 2〜 6カ月平均80時間以内となる範囲で事

前に設定し、その範囲内で労働させることで、使

用者Aと使用者Bは互いに他社の労働時間を把握

する必要がないとされた。

　管理モデルでは、使用者Bが所定内労働時間お

よび所定外労働時間が含まれたすべての労働時間

を時間外労働とした上で、使用者Aは時間外労働

の範囲を設定する。使用者Bは自社の労働時間の

すべてを時間外労働として把握し、割増賃金を支

払う必要があるが、使用者Aとの労働契約がフル

タイムである場合には両社にとって有益と考えら

れる。

　管理モデルによる管理を導入する場合には、労

働者が使用者Aに副業・兼業を申請した際に、使

用者Aが管理モデルによる労働時間管理を行うこ

とを求め、労働者を通じて使用者Bがこれに応じ

ることによるものと想定される。使用者Aと使用

者Bは、それぞれの月の労働時間の起算日を基準

として、 1カ月の労働時間を前述の範囲内（合計

した時間外労働の時間数が単月100 時間未満、

 �管理モデルの概要図表 3

Ｂ労働時間Ａ 所 定

通算して適用される時間外労働の上限規制（月100時間未満、複数月平均80時間以内）を
遵守する必要があることから、これを超過しない範囲内で設定

法定労働時間
Ｂに36協定がある場合、
36協定の範囲で副業・
兼業可能

Ａ割増賃金
（現在の取り扱いに合わせ、所定超 or 法定超） or

Ｂ割増賃金

Ａ 所 定 外
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2 〜 6 カ月平均80時間以内）でそれぞれ定め、当

該時間によって36協定の遵守および割増賃金の支

払いを行う。

　なお、各社があらかじめ設定した労働時間の範

囲を超えて労働させたことによって、時間外労働

の上限を超えた場合には、あらかじめ設定した労

働時間を超えて労働させた使用者側に法令違反の

責任が課されることとなる。また、管理モデルは

就業先が 3社以上である場合にも、各社の使用者

がそれぞれ労働時間の上限を設定することで導入

が可能である。

5.副業・兼業の確認方法

　使用者は労働者からの申告等によって、副業・

兼業の有無および内容を確認することとなる。使

用者は適正な労働時間の把握、割増賃金の支払い、

安全配慮義務を適切に果たすため、また、労働者

が秘密保持義務および競業避止義務を遵守し、不

当に会社の利益を侵害しない副業・兼業を行うた

めに、以下の内容を確認する。

●�副業・兼業を行うすべての労働者へ確認が必要

な事項（例）

・�他の使用者の事業場の事業内容

・�他の使用者の事業場で労働者が従事する業務内

容

・�労働時間の通算の対象となるか否かの確認

※�労働時間の通算となる場合は、次の事項について

も確認することが望ましい。

・�他の使用者との労働契約の締結日、期間

・�他の使用者の事業場での所定労働日、所定労働

時間、始業・終業時刻

・�他の使用者の事業場での所定外労働時間の有無、

見込み時間数、最大時間数

・�他の使用者の事業場における実労働時間等の報

告の手続き

・�これらの事項について確認を行う頻度

6.実務上の留意点

　労働者が労働時間外の時間をどのように使うか

は労働者の自由であり、会社が副業・兼業を制限

することは原則認められない。ただし、例外的に

次の場合に制限することができると考えられてい

る。

①労務提供上の支障がある場合

②業務上の秘密が漏
ろう

洩
えい

する場合

③競業により自社の利益が害される場合

④�自社の名誉や信用を損なう行為や信頼関係を破

壊する行為がある場合

　なお、形式的に上記に当てはまる場合であって

も、実際に会社に及ぼす影響に応じた制限としな

ければならない。

　企業は不当に利益を侵害されないよう、また、

意図せず法令違反とならないために、副業・兼業

のルールを策定し、そのルールを就業規則等に定

め、さらに申請書類や誓約書を作成する等の書式

の整備を行うなど、適切な運用ができるよう体制

を構築することが求められる。

　また、今回改正された副業・兼業の促進に関す

るガイドラインは、労働者側にも、自身が勤める

企業の副業・兼業ルールを確認し、ルールに照ら

して適切な副業・兼業を選択すること、および自

ら各事業場の業務の量やその進
しん

捗
ちょく

状況、それに費

やす時間や健康状態を管理することを求めている。

労働者が適切に副業・兼業を行うことができるよ

う、自社の副業制度のルール周知と合わせて、労

働者が副業・兼業を行うに当たって注意、遵守ま

たは報告すべき事項など、副業・兼業を行う労働

者に対して導入時の教育や定期的な研修等を実施

することが望まれる。
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